
認知症対応型共同生活介護（グループホーム）等への 

居住費及び食費の負担軽減について

介護保険制度における施設入所・居住系サービスを利用するにあたっ

ては、当該利用者は介護給付により１～３割の負担となる利用料の外、

各事業所・施設が個別に定める居住費、食費等を負担することとなるが、

介護保険施設（特別養護老人ホーム・介護老人保健施設・介護医療院）

への入所や短期入所サービス（短期入所生活介護・短期入所療養介護）

を利用する場合には、低所得者等の利用が困難にならないよう、居住費

及び食費について、所得等に応じた負担軽減制度が設けられている。

一方、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）・小規模多機能

型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護（以下、グループホーム等）

については、介護保険施設等と同様に居住費、食費等の負担が発生する

ものの、負担軽減制度の対象とされていない。

近年増加を続けている認知症高齢者及び部分的に自立した生活を営む

能力を有した要介護高齢者等が施設入所・居住系サービスを利用するに

あたっては、住み慣れた地域の中で能力に応じて自立した生活を続ける

ことを可能とするグループホーム等の利用を望まれるケースが多いもの

の、低所得者等にとっては費用負担面においてハードルが高いことから、

負担軽減制度が利用可能な介護保険施設への入所を選択せざるを得ない

場合もある。

ついては、各利用者が金銭的理由によりグループホーム等の利用を断

念することなく、それぞれの実態に即した介護サービスの選択を可能と

するよう、次の事項を要望する。

１ グループホーム等に係る居住費及び食費について、介護保険施設

等と同様に、所得等に応じた負担軽減制度を創設すること。

２ 制度の創設を行うに当たり、国において必要な財政措置を行うこ

と。
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